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１．はじめに 

筆者らは施工困難箇所に適用可能かつ，施工の省力

化，省人化による生産性の向上を目的とした耐震補強

CB パネル工法の開発を行っている例えば 1)． CB パネル

工法の概要を図 1に示す．CB パネル工法は，プレキャ

ストパネル（以下，パネル），パネル組立用鋼材（以下，

接続鋼材）および高強度繊維補強モルタル（以下，モ

ルタル）を用いた耐震補強工法であり，パネルを埋設

型枠として接続鋼材とボルトを用いて既設柱周りに配

置し，既設柱との隙間にモルタルを充填するものであ

る．補強鉄筋の組立と型枠組立・脱型および支保工を

省略することにより，施工の効率化，短期施工を可能

としている． 

 筆者らはこれまでに，本工法による補強を行った RC

部材の載荷試験を実施し，モルタルのひずみを計測し，

せん断耐力の評価方法を検討している 1),2)．本工法にて

使用するモルタルは，引張強度が 8.0N/mm2程度であり，

UFC 指針 3)に示される値を満足する材料である．これ

までの実験結果から，パネルは最大せん断力時にひび

割れが発生しており，せん断耐力の累加ができないも

のと考えられる．一方，モルタルは，ひび割れ発生後

もコンクリートに発生した斜めひび割れを拘束してお

り，最大せん断力時に UFC 指針 3)に示される一定の応

力保持領域にあることを実験的に確認していることか

ら，せん断耐力の向上が期待できると考えられる 1),2)．

しかしながら，実験的検討では，ひび割れ位置や計測

位置の影響を受け，モルタルのひずみを計測すること

が困難であり，ひずみを過小評価している可能性があ

る．そこで，これまでの載荷試験の試験体 2)をモデルと

した FEM 解析を実施することで，せん断力とモルタル

のひずみの関係を解析的に検討することとした． 

２．解析概要 

解析対象は，これまでに実施した載荷試験 2)における

No.3 とした．試験体諸元を表 1 に示し，試験体の配筋

図および補強図を図 2，解析モデルを図 3に示す． 

解析モデルは，試験体が非対称であることから，3 次

元の実大モデルとした．各部材の要素は，コンクリー
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表 1 試験体諸元 

No 

断面形状 せん断 
スパン 

La 

鉄筋 モルタル 接続鋼材 

幅 
b 

高さ 
h 

軸方向 せん断補強 厚さ 
tml 

厚さ_間隔 
接合 
方法 規格_径_本数 鉄筋比 径_間隔 鉄筋比 

mm mm mm  % mm % mm mm  

3 600 600 1650 SD900*1_D32_14 1.72 SR235_φ9_250 0.085 35 4.5_500 ボルト 

*1：熱処理 
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図 3 解析モデル 
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a) 配筋図 
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b) 補強図(No.3 補強部) 

図 2 試験体寸法および配筋（単位：mm） 
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トおよびモルタルはソリッド要素，接続鋼材のボルト

接合は，既往の結果 2)からモデル化せず，シェル要素に

て周方向に連続体とした．鉄筋はソリッド要素内の任

意位置に鋼材を配置可能な埋込鉄筋要素である．コン

クリートと鉄筋は完全付着とし，モルタルと接続鋼材

間の接触は，インターフェース要素を配置し，法線方

向の圧縮のみ剛とするノーテンションモデルとした ．

また，コンクリートとモルタルは完全付着としている．

材料特性値は，既往の実験 2)の材料試験結果を使用し，

コンクリートの引張破壊エネルギーは鉄道標準 4)，圧縮

破壊エネルギーは既往の研究 5)により算出した．モルタ

ルの圧縮，引張特性は，既往の実験 2)に示す応力変位関

係および UFC 指針 3)を参考に応力ひずみ関係を設定し

た．モルタルの材料特性を図 4 に示す．載荷は実験の

載荷位置にて-z 方向の強制変位を漸増させた． 

３．解析結果 

 せん断力と変位の関係を図 5，モルタルの最大主ひず

みの分布を図 6，載荷試験時の損傷状況の概要を図 7に

示す．図中に示すせん断力は，補強部側の支点反力で

あり，実験結果を併せて示している．せん断力と変位

の関係では載荷試験結果と比較して，試験体の剛性，

最大荷重がやや大きくなっている．載荷試験では，最

大荷重時までに数本の斜めひび割れが発生し，せん断

破壊に至っている 2)．ひび割れの進展状況が影響し，試

験体の剛性や最大せん断力が相違しているものと考え

られる．しかしながら，図 6 に示す最大主ひずみの分

布では，最大せん断力時には，斜めひび割れが卓越し

た破壊となっており，解析モデルは試験体の損傷状況

を表現できているものと考えられる．せん断力とモル

タルの最大主ひずみ関係を図 8 に示す．モルタルの最

大主ひずみは，最大せん断力時以降にひずみが伸びて

おり，最大せん断力時においても引張応力が低下する

領域ではないと考えられる．このことから，せん断耐

力の累加が可能なものと考えられる． 

５．おわりに  

 本検討で得られた所見を以下に示す． 

1) 載荷試験を対象とした FEM 解析では，剛性や最大荷 

重がやや相違するものの，載荷試験の損傷状況は再 

現できているものと考えられる．  

2) 本工法で使用するモルタルは，ひび割れ発生後もコ 

ンクリートに発生した斜めひび割れを拘束しており， 

最大せん断力時においても応力が低下する領域では 

なく，せん断耐力の累加が可能なものと考えられる． 
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図 4 モルタルの材料特性 
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図 5 せん断力-変位関係 

a) 斜めひび割れ発生時(S=646kN) b) 最大せん断力以降(S=1164kN) 

図 6 モルタルの最大主ひずみの分布 
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図 8 せん断力-最大主ひずみ関係 

a) 斜めひび割れ発生時(S=600kN)

b) 最大せん断力時(S=1186kN)
 

図 7 損傷状況（載荷試験） 
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